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序章 本研究の課題と構成  







































































































































































































































































が提供する商品やサービスに満足することが必要であることを指摘している [38]．  



























































































第 4 節 本研究の構成  






第 2 章では，複数の直売所を有する T 農協を対象に，直売所の選択行動を指標と
して出荷会員を分類し，その特徴を明らかにする．そして，出荷会員の出荷行動か
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第 1 章 農協主体の農産物直売所の特徴とその方向性  
 























第 2 節 直売活動の活動範囲  




































活の追及といった理念・意義の範囲で決定されるものであるといえる．   
 







度で定期的に開かれること，⑤個人の店舗でないこと，を踏襲している．   
つまり，直売所は，卸売市場流通のように，生産者から消費者へ生産物が届けら
れる過程において，流通効率化のために流通業者を介在させることが無い流通経路












① 量的・質的需要調整機能の向上 ① 顔が見える流通である
② 定時・定質・定量取引の進展 ② 鮮度の維持が容易である
③ 価格の安定化・平準化の進展 ③ 旬のものが出回る
④ 適地適作（産地移動）による生産性の向上 ④ 適熟品の取引が可能である
⑤ ロット取引（一括大量取引）の進展 ⑤ 輸送による品質の劣化が少ない
⑥ 厳選した取引に応じた価格の形成 ⑥ 流通コストの削減が可能である
⑦ 多くの品目における周年化 ⑦ 域外産地に対するけん制になる
⑧ 取引品目の多様化
狭域流通のメリット広域流通で実現されたメリット












よって陳列された商品との差別化が可能となる．   
 これらのことから，産直における性格と直売所の流通経路の特徴から取り扱われ
る商品は，地域・地場流通での青果物が中心となる．そのため，その担い手として






第 3 節 農協主体の農産物直売所における活動範囲と組織体制  
(1)農産物直売所における運営主体の特徴  
平成 25 年 6 月現在で最新の全国的な直売所に関する統計である地産地消実態調
査から，我が国の直売所の運営主体の特徴を整理し，農協主体の直売所の特徴を明
らかにする．   











資料：農林水産省「平成 21 年度農産物地産地消実態調査」より作成．  
注：１）その他は，民間企業等が運営主体となっているものをいう  
注：２）地産地消実態調査では直売所を産地直売所としている．  










表 1-3 は，運営主体別にみた各直売所の年間販売規模を示している．  
表より，「女性部・青年部」と「生産者又は生産者グループ」が運営主体の直売所
は，販売規模が 100 万円未満～ 3,000 万円の間において分布している．一方，「地方
公共団体」，「第 3 セクター」，「農協」，「その他」が運営主体の直売所では， 100 万
円～ 3 億円の間の広い範囲に分布している．その中でも，「第 3 セクター」と「農協」

























地方公共団体 203 7.7 89.9 93.1   153.1 
第３セクター 450 10.0 93.7 99.6   179.8 
農業協同組合 1,901 8.6 94.7 98.9   272.1 
農業協同組合（女性部、青年部） 427 11.0 70.6 92.2   91.3 
生産者又は生産者グループ 10,686 6.4 56.3 91.5   94.2 
その他 3,149 7.6 81.6 93.4   161.4 
計 16,816 7.1 67.1 92.9   131.4 







資料：表 1-2 に同じ．  
 
 





10 年の値が最も低いものの，全体的に同程度の値である．「第 3 セクター」が運営
主体の直売所は，平成 5 年以前が最も低く，平成 11 年から平成 15 年に最も高くな
るが，平成 16 年以降は値が下がっていることがわかる．一方，「農協」や「その他」




全国 100.0 11.4 15.6 10.2 15.0 19.5 6.1 8.7 10.1 1.4 1.8 0.2
地方公共団体 100.0 2.5 7.5 10.1 9.1 21.2 9.9 21.2 14.0 1.6 2.8 - 
第３セクター 100.0 3.3 6.7 4.3 7.7 19.1 10.1 14.8 22.4 6.4 4.8 0.4
農業協同組合 100.0 2.1 2.4 2.0 3.3 16.6 14.1 18.4 28.8 6.5 4.6 1.2
農業協同組合（女性部、青年部） 100.0 11.4 25.9 - 16.1 27.5 4.6 6.4 6.4 0.7 1.1 - 
生産者又は生産者グループ 100.0 14.5 19.4 12.6 16.8 21.1 4.4 5.1 5.4 0.4 0.4 0.0

























６～10 11～15 16年以降 計
地方公共団体 24.8 20.5 28.2 26.5 100.0
第３セクター 15.0 33.6 34.1 17.3 100.0
農業協同組合 13.1 19.1 27.9 39.8 100.0
農業協同組合（女性部、青年部） 37.8 29.5 15.8 16.9 100.0
生産者又は生産者グループ 27.5 19.8 28.0 24.6 100.0
その他 19.3 18.5 24.4 37.8 100.0
計 24.2 20.1 27.2 28.4 100.0
表 1-4 運営主体別にみた各直売所の開設年  





資料：表 1-2 に同じ．  



































全国 86.5 73.8（85.3） 12.7（14.7） 100.0 58.6 36.7
地方公共団体 135.2 125.1（92.5） 10.1（7.5） 100.0 39.5 50.6
第３セクター 138.3 127.6（92.3） 10.7（7.7） 100.0 40.3 55.9
農業協同組合 278.9 226.9（81.4） 51.9（18.6） 100.0 73.8 22.7
農業協同組合（女性部、青年部） 59.2 53.6（90.5） 5.6（9.5） 100.0 73.1 23.8
生産者又は生産者グループ 44.0 37.9（86.1） 6.0（13.6） 100.0 58.4 36.7
その他 107.7 94.7（87.9） 13.0（12.1） 100.0 51.8 43.3
運営主体
居住範囲別購入者数割合（％）１産地直売所当たり参加（登録）農家数（戸）










資料：表 1－ 2 に同じ．  





























全国 44.0 22.7 36.7 26.1 23.7 32.6
地方公共団体 35.7 18.7 25.6 7.7 16.1 50.1
第３セクター 44.0 21.9 37.1 22.7 21.4 42.3
農業協同組合 55.1 19.5 59.1 51.9 52.3 10.8
農業協同組合（女性部、青年部） 48.8 13.0 29.8 20.1 62.0 18.4
生産者又は生産者グループ 44.8 22.5 35.2 22.8 20.0 32.1










表 1-7．運営主体別にみた各直売所の地場農産物販売に当たっての課題  
 















































全国 72.6 50.1 27.2 7.9 8.9 62.0 40.8 6.0
地方公共団体 79.3 56.9 38.8 9.0 11.6 67.9 49.0 5.7
第３セクター 84.9 67.1 37.1 13.0 15.0 66.3 66.2 4.9
農業協同組合 85.6 58.7 42.1 11.8 10.4 66.1 48.1 5.4
農業協同組合（女性部、青年部） 65.2 78.1 27.5 5.1 5.9 58.2 35.6 4.0
生産者又は生産者グループ 67.9 46.1 22.5 8.1 8.2 61.6 33.7 6.5
























































第 4 節 農産物直売所の店舗形態としての特徴と成長戦略の方向性  
 本節では，店舗形態としての直売所の特徴とその成長戦略について整理する．  








図 1-1. 設立後からみた各直売所の販売高の推移（販売高１億円以上）  
資料：聞き取り調査により作成．  




図 1-2. 設立後からみた各直売所の販売高の推移（販売高１億円未満）  
資料：聞き取り調査により作成．  
注）店舗設立年の販売高を 100 として算出している．  
 
後，直売所ｃ，直売所ｄ，直売所ｋ，直売所ｍは，販売高に高い伸びがあることが


























































図 1-3. アンゾフの製品市場グリッド  
注） Ansoff ,H.I . (1957)“ STraTegies for Diversi f icaTion ”，  
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第 2 章 広域合併農協運営主体の農産物直売所における出荷会員の出荷行動 
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(1) 鳥取県 T 農協の概要  






しかし，T 農協の農産物取扱高は，減少傾向が続いており，平成 17 年度における


















露地 施設 露地 施設
都府県 85.2 29.8 50.6 24.6
T県 95.1 24.8 41.8 17.7
T農協管内 95.0 16.5 21.3 5.4
地域
農家割合（％） 作付（栽培）面積（a)
資料： 2010 年農林業センサスより作成．  
表 2-1. 各地域における野菜類の作付状況  
36 
 






(2）T 農協の直販事業の概要  
T 農協が行う直販事業は，平成 14 年度より小規模農家や女性・高齢者を対象にし
て，800 人以上の会員が 8a で年間 80 万円の販売売上を達成することを目標として
始められたもので，「アタック 888 運動」と名付けられている．その事業を担うた
めに 7 つの直売所が設置されている．  
アタック 888 運動の会員資格は，ＪＡ組合員であることである．会員登録と出荷
店舗の登録によって自分の希望する直売所へ出荷できる仕組みとなっている．平成
19 年 5 月 24 日現在で，出荷会員は， 2,085 人に達している．  




































鳥取営農センターでは，直売所 T1 への出荷割合が 59.2％と最も高い．次に，岩美
営農センターでは，直売所 T7 への出荷割合が 53.4％，気高営農センターでは，直
売所 T6 への出荷割合が 86.9％と最も高い．続いて，八頭東営農センターでは，直
売所 T3，直売所 T4，直売所 T5 への出荷割合が 75.7， 72.4， 63.2％と高く，八頭  
所属営農センター 八頭西 気高 岩美
直売所名 直売所T1 直売所T2 直売所T3 直売所T4 直売所T5 直売所T6 直売所T7
設立年 平成10年 平成5年 平成17年 平成16年 平成18年 平成16年 平成17年
協議会 ○ ○ × × × ○ ○
集荷体制 直接出荷 直接出荷 集荷所併用 集荷所併用 集荷所併用 直接出荷 直接出荷
販売高（円） 2億7千万 9千万 1億2千万 7千万 7千万 3千万 1千万
手数料（％） 13 10 15 15 15 13 15
営業時間 9：00～18：00 ～18：00 8：00～19：00 9：00～17：00 8：30～18：00 8：30～18：00 8：30～17：00
営業日 毎日 毎日 毎日 毎日 毎日 毎日 毎日
年間客数（人） 30万 20万 20万 10万 10万 5万 1万
鳥取
資料：ＰＯＳデータ，聞き取り調査により作成．  
注： 1）販売高，年間客数は平成 18 年度のものである．  
注： 2）直売所Ｂの開始営業時間は定まっていない．  










会員は，管内に集荷所が設けられているために，  直売所 T3，直売所 T4，直売所
T5 にも高い割合で出荷していることが明らかになった．  
 
 




鳥取 岩美 気高 八頭東 八頭西
直売所T1 59.2 41.2 28.6 31.9 11.7
直売所T2 30.5 3.1 1.8 3.2 0.6
直売所T3 43.4 31.3 29.8 75.7 61.6
直売所T4 35.0 45.0 54.2 72.4 66.7
八頭西 直売所T5 13.5 8.4 11.3 63.2 93.0
気高 直売所T6 2.3 1.5 86.9 0.5 0.3
岩美 直売所T7 1.4 53.4 1.2 0.0 0.6
185.4 184.0 213.7 247.0 234.6

































農協が設定した目標販売金額年間 80 万円を達成している会員は，全体の 16.3％で
あり，彼らが直販事業全体の販売金額の 63.5％を占めている．すなわち，83.7％の







第 3 節 出荷会員の出荷行動  
(1）分析対象の概要  





































にわたっているとされている．表 2-4 は，T 農協管内の直売所へ出荷している出荷
会員について，総販売高に占める販売品目別に会員を分類したものである．同表よ
り，野菜類を 8 割以上販売している会員が 522 名と最も多い．続いて，様々な品目
を販売している「複合」に分類される会員 269 名，野菜類を 6 割以上 8 割未満販売
している会員 218 名が多い．つまり，出荷会員は野菜類を中心として販売している
ことが窺われる．そこで，出荷会員を販売高以下の分析では，出荷品目による出荷
者の類型化で最も会員数の多い，販売金額の 8 割以上が野菜類である会員 522 名を
分析対象とする．また，直販事業において目標金額 80 万円以上の者を「目標達成
者」， 80 万円未満の者を「目標未達成者」として分類する．  
また，本研究では，会員の経営状況および出荷行動に対する考えを明らかにする
ために，野菜類を 8 割以上販売した会員を対象に対面方式によるアンケート調査を









鳥取 岩美 気高 八頭東 八頭西
目標達成者 33 3 11 9 8 64
目標未達成者 216 24 60 60 98 458
目標達成者 14 2 5 5 4 30
目標未達成者 38 3 9 9 10 69
目標達成者 69.0 50.5 61.2 65.0 72.5 66.3
目標未達成者 67.5 72.7 66.9 67.4 70.2 68.0
目標達成者 1.7 2.0 1.4 1.8 2.0 1.7
目標未達成者 1.5 2.0 1.9 1.9 1.3 1.6
目標達成者 29.0 15.8 54.7 51.2 37.6 32.3















注： 1）畑作物作付面積は，ビニールハウスの面積を含めたものである．  
注： 2）表中の， *， **， ***は，ｔ検定にてそれぞれ 10％， 5％， 1％の水準で統計的に有意で
あることを示す．  
*
* *  ***  ***  




鳥取 岩美 気高 八頭東 八頭西
1店舗集中型 19 1 3 0 0 23
準1店舗集中型 5 1 1 2 0 9
複数店舗型 9 1 7 7 8 32
1店舗集中型 172 22 43 19 48 304
準1店舗集中型 27 1 11 17 18 74



















ればならない．そこで，出荷会員の 1 年間の販売高のうち， 8 割以上を 1 店舗へ出
荷している者を「 1 店舗集中型」， 6 割～ 8 割を 1 店舗へ出荷し，残りの 2～ 4 割を
他店舗へ出荷している者を「準 1 店舗集中型」，特定直売所の販売高が 6 割未満の
者を「複数店舗型」として分類し，出荷店舗の選択行動を分析していく．  
 



















成者のうち，複数店舗型は 70.0％以上が「現金収入」を目的としているが， 1 店舗





は，出荷会員の 80.0％以上が直売所 T1 を出荷先としている．また，直売所 T1 以
外の出荷を行っている出荷会員は，直売所 T2，直売所 T3，直売所 T4 を出荷先と
して選択している．次に，複数店舗型の目標達成者のうち，直接出荷を行う鳥取，
気高営農センターの出荷会員は，約 80％以上が直売所 T1，直売所 T3，直売所 T4
を出荷先としている．一方，八頭東，八頭西営農センターの出荷会員は，約 80.0％
以上が直売所 T3，直売所 T4，直売所 T5 を出荷先としている．この 3 つの直売所
の利用割合が高い理由として，営農センターに所属する出荷会員が集荷所を利用し
て出荷していることを指摘できる．    
目標未達成者は， 1 店舗集中型が全営農センターに多数存在しており，特に鳥取
営農センターの会員が圧倒的に多い．鳥取営農センターに所属する出荷会員の
53.5％は直売所 T1 へ 29.7％は直売所 T2 へ出荷している．また，気高営農センタ
ーに所属する出荷会員の 79.1％は直売所 T6 へ出荷しており，八頭西営農センター
に所属する出荷会員の 89.6％は，直売所 T5 を利用している．なお，八頭東営農セ
ンター管内には直売所が設置されていないため， 47.4％が直売所 T3 へ， 31.6％が
直売所 T1 へ出荷している．一方，複数店舗型の会員は，八頭東，八頭西営農セン
ターに多く分布している．これら営農センターへ所属する出荷会員の出荷先として，
約 80％以上が直売所 T3，直売所 T4，直売所 T5 を出荷先としており，他の直売所






鳥取 気高 八頭東 八頭西
1店舗集中型 10,638.1 29.4 31.3 - - 29.8
複数店舗型 13,021.6 23.7 70.3 57.0 37.6 39.2
1店舗集中型 1,355.4 21.0 11.5 6.8 28.3 15.1

























ケート（複数回答）によると，目標達成者のうち， 1 店舗集中型は， 58.3％が「量
をさばくため」と回答している．また，複数店舗型の出荷理由も「量をさばくため」
が 66.7％で最も多かった．一方，目標未達成者で 1 店舗集中型の選択理由は，「近
いから」が 51.1％，「量がさばけるから」が 35.6％であった．また，複数店舗型の






注： 1）表中の同一アルファベット間の値は tukey 法により 5％レベルで有意差がないことを示す．  





























































鳥取 気高 八頭東 八頭西 鳥取 気高 八頭東 八頭西
1店舗集中型 28.7 18.5 － － 1,015.7 1,980.2 － －
複数店舗型 12.9 20.2 30.2 22.3 3,358.5 3,365.6 1,144.3 1,615.7
1店舗集中型 15.1 18.0 4.5 11.8 262.9 152.1 169.0 238.9






キャベツ 青ネギ キュウリ トマト ホウレンソウ
5.7 7.3 3.3 3.4 5.8 22.2
鳥取・気高 4.5 3.8 2.5 3.0 6.4 57.1
八頭東・八
頭西
3.6 2.8 3.8 2.7 4.4 37.5
3.6 5.3 2.5 1.9 4.7 20.0
2.9 4.0 2.5 1.3 2.9 14.2














資料：ＰＯＳデータにより作成 .  
注 )  表中の同一アルファベット間の値は， tukey 法により 5％レベルで有意差がないことを示す．  
 
資料：ＰＯＳデータ，聞き取り調査により作成  
注： 1）売れ筋野菜は T 農協管内の直売事業における販売売上高上位 5 品目とした．  
注： 2）表中の計は，各売れ筋野菜の平均販売月数，各類型の平均ハウス保有率を示す．  




























































表 2-9. 各類型における売れ筋野菜の販売月数とハウス保有率  

























第 4 節 各類型の直売所以外の出荷先  
















1店舗集中型 92.3 2.6 5.1 0.0 100.0
複数店舗型 76.9 15.4 0.0 7.7 100.0

































資料：ＰＯＳデータ，聞き取り調査により作成 .  (n=526)  
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第 3 章 都市近郊に立地する農産物直売所における消費者の特性  
 






























ける直販事業の一環として平成 10 年に設立され，T 農協の農業資材販売店に隣接し
て店舗を構え，有人・周年・終日（ 9 時～18 時）の営業を行っている．  
直売所 T1 の出荷会員は，設立当初，旧鳥取市を中心に 154 名であったが，平成
21 年 9 月末現在では 702 名に達し，直売所 T1 には鳥取県東部全域から出荷されて




直売所 T1 は，直売所設立後，農産物を中心に順調に販売高を伸ばし，平成 16 年




4 億 3 千万円の販売高（出荷者の農産物販売金額のみ）となり，鳥取県東部におい
ては，直売所として最大の販売高を有するようになった．しかし，今後とも直売所
T1 周辺の量販店，直売所との競合，もしくは棲み分けが進んでいくものと予想され
る．また，現在 ,午後の農産物の品揃えは不足がちの状況にある．  
 
第 3 節 調査対象 




















第 5 節 調査結果 
（1）直売所 T1 における商圏の特徴 
アンケート調査より，回答者の性別は，74.6％が女性であり，居住地域は，84.6％
が旧鳥取市より来店しており，来店手段は， 84.6％が自家用車で利用している．ま
た，回答者の年齢は，20 歳代以上 40 歳代未満が 21.5％，50 歳代以上が 78.5％で平
均世帯員数は，3.2 人，来店頻度は，1 週間当たり 2.3 日である．上記の項目につい
て，平日（月～金）と休日（土日）間においてχ2 検定，またはｔ検定を行ったとこ
ろ，来店頻度について 1％の有意な差が認められたが，他の項目では優位な差は認
められなかった．平日と休日の来店頻度はそれぞれ 1 週間当たり 2.3 日と 2.0 日で
ある．  
また，ＰＯＳデータより，調査日における直売所 T1 の 1 日当たりの購入客数は，
平日では 1,207.6 人で休日では 1,461.0 人であり，1 日当たりの購入金額は平日で
は 1,059,832 円で休日では 1,352,463 円である．上記についてｔ検定を行ったとこ
ろ，1％の有意な差が認められた．しかし，1 人当たりの購入金額については，平日
と休日間において有意な差は認められなかった．  
 これらのことから，直売所 T1 は，限定された地域を商圏とする直売所であると

















20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代 90歳代 計
1 0.8 0.4 0.4 2.5 2.9 0.0 0.0 0.0 7.1
2 1.2 1.0 2.3 8.5 10.6 2.1 1.2 0.0 27.0
3 1.5 2.9 2.5 8.5 6.0 1.2 0.4 0.0 23.1
4 0.4 3.7 4.6 6.4 2.7 1.5 0.2 0.0 19.5
5 1.5 1.7 1.9 3.5 2.1 1.0 0.0 0.0 11.6
6 0.2 0.2 1.9 2.3 2.5 0.8 0.2 0.0 8.1
7～ 0.0 0.8 0.8 0.4 0.8 0.6 0.0 0.0 3.5















注）有効回答者 481 名．  
20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳代 80歳代 90歳代 計
1 0.0 0.4 0.0 0.4 3.3 4.5 0.4 0.4 9.5
2 0.0 0.0 0.0 4.5 22.2 16.9 2.5 0.0 46.1
3 0.4 0.0 0.4 3.3 13.2 2.9 1.6 0.0 21.8
4 0.0 0.0 1.2 2.9 4.5 2.5 0.4 0.0 11.5
5 0.0 0.0 0.4 0.4 3.3 1.6 0.0 0.0 5.8
6 0.0 0.4 0.0 0.0 1.6 0.8 0.4 0.0 3.3
7～ 0.0 0.0 0.0 0.0 1.2 0.8 0.0 0.0 2.1











表 3-1 では，来店者年齢が 50 歳代で世帯員数が 2 人～4 人，60 歳代で世帯員数が
1 人～5 人，70 歳代で世帯員数が 1 人～3 人である来店者が年金生活世帯の来店者の
うち 8 割を占め，この客層がこの世帯の中で中心的な存在であると考えられる．  
表 3-2 では，30 歳代で世帯員数が 3 人～4 人，40 歳代で世帯員数が 2 人～6 人，
50 歳代～60 歳代で世帯員数が 1 人～6 人，70 歳代で世帯員数が 2 人である来店者が
非年金生活者世帯の来店者のうち 8 割を占めており，この客層がこの世帯の中で中
心的な存在である．しかし，この客層は，特に 50 歳代～60 歳代で世帯員数が 2 人
～3 人の客層が中心に来店しているが，これとは別に 30～40 歳代で世帯員数が 2～4
人の客層も比較的多数来店していることから，50 歳代以上と 40 歳代以下の 2 つの







表 3-3 は，時間帯別にみた各類型の来店状況を示している．まず，1 日当たりの





9時台 31.8 28.1 12.6 24.8
10時台 16.7 23.3 14.7 21.2
11時台 14.1 10.6 8.4 15.3
12時台 4.5 8.2 9.5 9.3
13時台 5.1 5.1 0.0 7
14時台 11.6 8.6 14.7 7.1
15時台 7.1 4.8 15.8 6.2
16時台 7.6 9.2 22.1 5.4
17時台 1.5 2.1 2.1 3.7








資料：アンケート調査，POS データより作成．  
注： 1）各類型間において，χ 2 検定で， 1％の有意水準を示した．  
注： 2） 40 歳代以下の合計値は，調整した値である．  
55 
 
活者世帯と非年金生活者世帯の 50 歳代以上の類型は，開店から約 2 時間程度に集中
していることがわかる．この傾向は，1 日当たりの購入者のものと同じであること
から，この約 2 時間において 2 つの類型が中心的な類型であることが言える．一方，
非年金生活者世帯の 40 歳代以下の類型では，14 時台から 16 時台に占有率が高くな
る傾向にあるため，午後に来店する傾向にあるといえる．  
飯坂[2]によれば，研究対象とした道の駅における来店利用者では，8 時から 9 時





表 3-4. 直売所 T1 以外の店舗における来店利用時間帯別利用者の分布 
ならびに普段での食料品を購入する時間帯 
 














8時台以前 1.3 0.0 0.0 1.3 0.4 0.0 0.7
9時台 5.1 9.1 5.9 7.5 0.9 1.2 4.3
10時台 16.3 14.6 11.7 28.5 19.6 15.3 22.9
11時台 16.8 15.4 17.6 12.7 10.6 6.0 10.5
12時台 20.0 11.5 20.5 3.3 2.6 2.8 3.0
13時台 11.5 9.6 17.6 4.4 3.8 4.0 4.1
14時台 16.0 8.8 12.4 7.1 6.8 6.0 6.7
15時台 6.7 12.6 8.5 8.3 6.4 7.6 7.7
16時台 6.4 12.6 5.9 10.6 11.1 7.2 9.9
17時台 0.0 5.8 0.0 9.6 11.5 14.9 11.4
18時台以降 - - - 6.7 26.4 34.9 18.8






注： 1）直売所 T4 ならびに直売所 T5 は 2009 年 8～ 9 月の 10 日間，直売所 W は 2011 年
11 月～ 12 月の 10 日間実施した．有効回答者はそれぞれ 364 名， 375 名， 410 名． 
注：2）直売所 T4 ならびに直売所 T5 の概要は，第 1 章の表 1-2 に対応，直売所 W は 2011
年より設立したもので詳細は第 4 章にて示している．  
注： 3）直売所 T1 を含む各店舗間，または各消費者間において，χ 2 検定で， 1％の有意
水準を示した．  
















認められなかい．そこで，合計の値に注目すると，10 時台から 11 時台の時間帯と
17 時台以降の時間帯に割合が集中していることがわかる．続いて，各世帯に注目す
ると，年金生活者世帯では，10 時台から 11 時台に，50 歳代以上の世帯では，10 時










ここで，直売所 T1 の来店者は，午後の 13 時台より極端に減少することから，以























この職業構成比は，9～12 時台と 13～17 時台の 2 つの時間帯において有意差は見ら
れなかった．  
50歳代以上 40歳代以下
農林水産業 13.4 0.0 10.1 ‐
金融業 1.4 2.1 1.6 447.8
建設業 11.3 8.4 10.6 286.4
製造業 9.6 18.9 11.9 297.9
情報・通信業 3.8 3.2 3.6 446.3
運輸・郵便業 2.4 5.3 3.1 412.4
卸売・小売業 8.6 6.3 8.0 225.5
学術研究・
専門サービス業
4.5 8.4 5.4 ‐
宿泊業・
飲食サービス業
7.5 5.3 7.0 163.3
生活関連サービス・
娯楽業
5.5 5.3 5.4 ‐
教育・学習支援業 3.4 2.1 3.1 451.2
医療・福祉業 7.2 13.7 8.8 305.6
公務員 13.0 20.0 14.7 -
無職 5.5 0.0 4.1 -
その他 3.1 1.1 2.6 -









資料：アンケート調査，平成 17 年国勢調査により作成． 











型の平均世帯員数は，40 歳代以下の類型が 3.8 人と最も多く，続いて，50 歳代以上









 各類型の来店頻度に関しては，まず，年金生活者世帯は 1 週間当たり 2.1 日であ
る．そして，非年金生活者世帯の 50 歳代以上の類型は 2.2 日，40 歳代以下の類型
は 2.0 日である．この 3 つの来店頻度に対し分散分析を行ったところ，統計的な有
意差は認められなかった．また， 9 時台～12 時台と 13 時台～17 時台の 2 つの時間
帯に対し，それぞれの類型においてｔ検定を行ったところ，統計的な有意差は認め








































ここでは，各類型が考える直売所 T1 の商品の魅力について検討する．  





9 時台～12 時台の午前に，40 歳代以下の類型は午後に来店する傾向にあることを踏











52.7 56.1 70.8 92.7 52.1 58.4
83.5 75.6 73.0 70.7 75.0 80.6
40.6 40.2 48.3 46.3 50.0 43.5
安さ 鮮度の良さ 安全安心 20.5 21.2 27.0 31.7 22.9 21.8
安さ 鮮度の良さ - 20.5 26.8 25.8 34.1 18.8 24.2
安さ - 安全安心 3.1 1.9 5.6 9.8 2.1 2.9
- 鮮度の良さ 安全安心 12.1 13.0 6.7 2.4 10.4 11.7
安さ - - 8.5 9.3 12.4 17.1 8.3 9.5
- 鮮度の良さ - 30.4 19.7 13.5 2.4 22.9 22.9
- - 安全安心 4.9 8.2 9.0 2.4 14.6 7.0


























注： 1）各類型間の分布についてχ 2 検定で， 5％の有意水準を示した．  
注：2）各類型の時間帯の直売所 T1 のメリットについてχ 2 検定で，40 歳代以下の類型
において 1％の有意水準を示した．  
注： 3）表中のハイフンは，各複数回答の類型において，「安さ」，「鮮度の良さ」，「安全
安心」のいずれかを除外した場合を示す．  

























多いといえる．一方，40 歳代以下の類型のような若い顧客において，直売所 T1 は，
複数の食料品の購入先としての 1 店舗であると見なされていることが考えられる．
（単位：％）
40歳代以下 7.9 92.1 100.0
50歳代以上 11.6 88.4 100.0
年金生活者世帯 21.2 78.8 100.0
14.7 85.3 100.0







表 3-8. 各類型別にみた食料品の購入状況  
資料：アンケート調査より作成．  









































注） 2011 年 3 月に実施，有効回答者 216 名．  
 






表 3-9 は，直売所 T1 への出荷時間について出荷時間帯別の出荷会員の分布を示
したものである．表より， 8 時台までに出荷会員の累計割合が 6 割を超えているこ
とがわかる．また，11 時以降の出荷を行う出荷会員の割合は 1 ケタ台であり，午後
に出荷を行う出荷会員は極めて少ないといえる．規則上は，出荷会員は，7 時 30 分
より 16 時まで自由に出荷できるものの , 同表の結果から実際の出荷会員の出荷は，




























注） 2011 年 3 月に実施，有効回答者 56 名．  
 












40 歳代未満においては，利用時間帯，世帯員数，直売所のメリット，直売所 T1 の
位置づけについて違いが見られた．これらのことを踏まえ，直売所 T1 の消費者を
構成する各類型の特徴は以下の通りである．  
まず， 9 時台～12 時台の時間帯においては，年金生活者世帯と非年金生活者世帯
























































『中国農業試験場流通研究資料』 9 号， pp.50-62. 
[3] 藤森英樹・櫻井清一・飯坂正弘（1998）「都市部への出張販売型直売所における






第 170 号， pp.156-162. 
[6]磯島昭代（2009）「農産物購買における消費者ニーズ‐マーケティングリサーチ
による‐」『財団法人農林統計協会』 pp.41-61．  
[7]糸原義人（2000）「青果物流通構造の変革過程とその方向‐山口県を中心として














第 4 章 農産物直売所における新規顧客のリピーターへの育成―鳥取県における新
規の観光地立地型直売所を対象として― 
 






























 なお，本章で対象とするリピーターは，W 直売所へこれまで 2 回以上来店した利
用者とし，新規顧客は W 直売所へ初めて来店した利用者とする．  
 
第 2 節 W 直売所の概要 
 本研究で対象とする W 直売所は，2011 年 6 月に設置され，鳥取県東部地域内有数










近隣には T 農協が運営主体となった直売所 T1 があり，設立以前より W 直売所と地
元地域の顧客の競合が懸念されている．  
 
第 3 節 調査対象 

















2 指標に該当する客数から W 直売所における顧客シェアを推定し，3 指標に即して客
層の顧客シェアから，現時点の W 直売所においてリピーターとして働きかける対象
を特定する．上記の方法での試算によると，県内のリピーターでは，来店頻度が週
1 回で客単価が 1,000 円以上 4,000 円未満の客層と，月 1 回以上週 1 回未満で客単
価が 1,000 円以上 3,000 円未満の客層の顧客シェアが高く，累計で 8 割以上を占め
ていた．県外のリピーターでは，来店頻度が月 1 回以上週 1 回未満で客単価が 1,000
円以上 6,000 円未満の客層の顧客シェアが高く，累計で 8 割以上を占めていた．  









表 4-1 は，W 直売所における県内，県外の新規顧客，リピーターと競合が懸念され
る直売所 T1 のリピーターの年齢分布を示している．表より，県内の顧客の場合，
新規顧客では 50 歳代が 30.4％と最も高く，続いて 20 歳代，60 歳代，70 歳代がと
もに 17.4％で割合が高いことがわかる．リピーターでは 30 歳代が 22.7％と最も高
く，続いて 60 歳代が高い．なお，新規顧客，リピーター間の分布に統計的な有意差
は認められなかったことから，県内の顧客は 20～30 歳代と 50～60 歳代の客層に 2 
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新規顧客 リピーター 計 新規顧客 リピーター 計
20歳代以下 17.4 8.6 9.7 20.9 6.6 17.3 3.7
30歳代 8.7 22.7 21.0 18.7 18.0 18.5 7.4
40歳代 8.7 17.2 16.1 23.5 18.0 22.2 10.0
50歳代 30.4 14.1 16.1 13.9 24.6 16.5 24.5
60歳代 17.4 27.0 25.8 19.3 29.5 21.8 35.4
70歳代以上 17.4 10.4 11.3 3.7 3.3 3.6 19.1










極化していることが窺える．県外の顧客の場合，新規顧客では 40 歳代が 23.5％と
最も高く，続いて 20 歳代，60 歳代の順となっているが，県内の顧客の年齢分布と
比較して 20～60 歳代のそれぞれの客層において平均して高い状態にある．一方，リ
ピーターにおいては，60 歳代が 29.5％と最も高く，続いて 50 歳代が高いことがわ
かる．なお，県外の新規顧客とリピーターの間では統計的に有意差があることが認
められた．よって，県外の顧客においてリピーターは年配の客層が来店する傾向に
あるといえる．直売所 T1 のリピーターの場合，60 歳代が 35.4％と最も高く，続い
て 50 歳代，70 歳代以上の割合が高いことから，直売所 T1 のリピーターは，60 歳
代を中心とした客層が来店しているといえる．一般的に，直売所には直売所 T1 と
同様に 60 歳代の高齢な客層が来店する傾向があるという報告があるが，W 直売所は
観光地に立地しているため，若い客層も来店する傾向にあると推察される．しかし，
W 直売所のリピーターにおいて，50 歳代以上の客層は，高い割合を示している．特
に県内の客層の場合，直売所 T1 の中心的な客層と重複していることが推察される．  
表 4-2，4-3 は，県内，県外の各顧客と直売所 T1 のリピーターの居住地域の分布
を示している．なお，表 4-3 では，直売所 T1 の県外のリピーターは県内のリピー
ターの 3％にも満たないため，示していない．  
表 4-2 より，県内の顧客において，新規顧客とリピーターとも鳥取市市街地から
来店している客層の割合が最も高く，続いて，W 直売所の隣接市町村，W 直売所が立  
資料：資料は聞き取り調査により作成．  
注： 1）直売所 T1 の値は ,   2007 年に調査した資料より作成した．  
注： 2）χ 2 検定で県内の客層において有意差は認められなかったが，県外の客層においては 5％の有意差
が認められた．また，県内，県外のリピーターと直売所 T1 間の分布について 1％の有意差が認め
られた．  
表 4-1．各直売所における各客層の年齢分布  
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居住地域 新規顧客 リピーター 計
H県（隣接県） 26.2 36.1 28.6
O県（隣接県） 14.4 26.2 17.3
O府 12.8 9.8 12.1
その他 46.5 27.9 41.9
計 100.0 100.0 100.0
（単位：％）
新規顧客 リピーター 計
立地市町村 4.3 13.5 12.4 2.3
隣接市町村 8.7 17.2 16.1 31.2
T市市街地 39.1 31.9 32.8 20.6
その他 47.8 37.4 38.7 45.9





























また，直売所 T1 のリピーターの居住地域は，W 直売所の隣接市町村と T 市市街
地で 5 割を超えることから W 直売所の商圏と重複していると推察される．一方，県




注： 1）表の各地域の分布は，W 直売所の立地地域を基準にしている．  
注： 2）χ 2 検定で有意差は認められなかった．  
資料：聞き取り調査により作成．  
注）χ 2 検定で各類型間に 5％の有意差が認められた．  
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新規顧客 リピｰター 計 新規顧客 リピーター 計
 1人 13.0 30.1 28.0 2.7 0.0 2.0
 子供・孫 17.4 33.7 31.7 35.3 37.7 35.9
 配偶者・恋人 26.1 28.8 28.5 42.2 49.2 44.0
 親 17.4 10.4 11.3 16.6 18.0 16.9
 友人 26.1 6.7 9.1 18.2 9.8 16.1







注）χ 2 検定で *は 10％， ***は 1％の有意差が認められたことを示す．  



























新規顧客 リピーター 計 新規顧客 リピーター 計
TV 13.6 6.4 7.2 3.3 3.3 3.3
新聞 9.1 6.9 7.2 1.6 3.3 2.0
雑誌 0.0 1.7 1.5 18.5 3.3 14.7
当店の設立前から 31.8 69.9 65.6 4.9 37.7 13.1
インターネット 4.5 0.0 0.5 12.5 3.3 10.2
通りすがり 22.7 4.0 6.2 44.0 26.2 39.6
口コミ 18.2 11.0 11.8 15.2 23.0 17.1





注）χ 2 検定で各客層において 1％の有意差が認められた．  
表 4-5．各客層の来店のきっかけとなった情報源  
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新規顧客 リピーター 計 新規顧客 リピーター 計
野菜 4.3 42.9 38.2 3.2 6.6 4.0
果実 8.7 18.4 17.2 6.4 19.7 9.7
花 0.0 3.1 2.7 0.0 0.0 0.0
肉 0.0 7.4 6.5 0.5 3.3 1.2
加工品 0.0 5.5 4.8 2.1 6.6 3.2
土産・贈答品 8.7 4.9 5.4 21.4 9.8 18.5
その他 0.0 2.5 2.2 0.0 0.0 0.0
計 21.7 68.7 62.9 31.0 41.0 33.5
17.4 16.0 16.1 18.7 16.4 18.1
26.1 6.1 8.6 23.0 16.4 21.4
56.5 10.4 16.1 42.2 36.1 40.7


















注： 1）上記の回答項目は回答者の自由回答を分類したものである．  
注： 2）χ 2 検定で  **は 5％、 ***は 1％の有意差が認められたことを示す．  
表 4-6．各客層の来店目的（複数回答）  
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30歳代以下 40～50歳代 60歳代以上 計
 他店にない商品があるから 29.4 33.3 27.9 30.1 24.6
 近いから 27.5 31.4 26.2 28.2 4.9
 商品の品質・新鮮さが良いから 54.9 56.9 62.3 58.3 41.0
 商品が豊富だから 17.6 33.3 32.8 28.2 31.1
 店員の対応がよいから 7.8 5.9 3.3 5.5 3.3
 安全安心感のある商品だから 17.6 25.5 36.1 27.0 4.9
 商品が安いから 35.3 27.5 8.2 22.7 24.6
 新しいから 5.9 15.7 16.4 12.9 19.7








































































の特性―鳥取市 A 直売所を対象として―」『農業問題研究』 pp.260-265. 
[5] フィリップ・コトラー、ケビン・レーン・ケラー（2008）『コトラー＆ケラーの



















第 5 章 小規模産地における農協が運営主体の農産物直売所のマーケティング戦略  
 














































































導入期 成長期 成熟期 衰退期
売上 低調 急速に上昇 ピーク 減少
コスト 高コスト 平均的コスト 低コスト 低コスト
利益 マイナス 上昇 高利益 減少
競合他社 ほとんどなし 徐々に増加 多数 減少



















（2）T 農協における直売事業の成長過程  
 
図 5-1. T 農協における各直売所の販売高の推移  
資料：聞き取り調査により作成．  
 
図 5-1，表 5-2，図 5-2 は，T 農協が運営主体である全直売所の販売高と会員数，
会員 1 人当たりの販売高，客数の推移を示している．   
図 5-1 より，T 農協における全直売所の総販売高は，平成 15 年から平成 19 年まで
に急激に増加し，平成 20 年から平成 22 年においては，販売高の伸び率が低下し，
平成 23 年には前年と比べて伸び率が高いことがわかる．直売所別にみれば，直売
所 T1 は，他の直売所と比べて常に高い販売高であり，平成 16 年から平成 19 年ま



























表 5-2. T 農協管内の直売所における出荷会員数ならびに出荷会員  
1 人当たりの販売高  
 
資料：聞き取り調査により作成．  
注： 1）平成 16 年度以前の会員数については記録が無いため示していない．  
注： 2）表中の各指数は平成 17 年度の会員数を 100 として試算したものである．  
 
り，平成 22 年には安定しているが，平成 23 年には販売高が低下している．直売所
T2 は，平成 18 年までは直売所 T1 に続く高い販売高を有していたが，徐々に販売
高が低下傾向にあることがわかる．直売所 T3，直売所 T4，直売所 T5 は，平成 19
年まで高い伸び率であり，以降の販売高は安定しており，直売所 T4 は，平成 23 年
には高い伸び率である．その他，直売所 T6 は常に安定的な販売高であり，直売所
T7 は，平成 22 年までは変動は大きいものの増加傾向であるが，平成 23 年には販
売高が減少している．  
表 5-2 より，T 農協管内の全直売所における総会員数と直売所 T1 における会員
数は，常に増加傾向であるが，特に総会員数が高い伸び率を有していることがわか
る．また，会員 1 人当たりの販売高については，総会員における販売高の場合，平
成 20 年をピークに減少傾向であることがわかる．一方，直売所 T1 における販売高
は，平成 22 年まで増加傾向であるが，平成 23 年には減少していることがわかる． 
図 5-2 より，各直売所の客数の傾向は，図 5-1 で示した各直売所の販売高の傾向
と近似している．各直売所の販売高と客数の関係について，直売所 T1 は相関係数
が 0.97，直売所 T2 は 0.90，直売所 T3 は 0.97，直売所 T4 は 0.17，直売所 T5 は




直売所 T1，直売所 T2 は，設立年が平成 10 年，平成 5 年と T 農協管内において，  
Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23
会員数 1,267 1,510 1,820 2,007 2,176 2,333 2,546
指数（会員数） 100 119 144 158 172 184 201
会員1人当たりの販売高 473,758.0 427,048.5 432,880.8 466,800.4 450,061.6 432,402.8 389,308.7
会員数 589 613 637 666 707 735 748
指数（会員数） 100 104 108 113 120 125 127














T 農協は平成 16 年に直売所 T4 を観光施設内に設置，直売所 T6 を朝市から常設店
舗として改設，平成 17 年には都市中心部に直売所 T3 を，観光地域に直売所 T7 を，
平成 18 年に隣接県から T 県への入口にあたる主要道路沿いに直売所 T5 を新規店舗
として開設した．また，平成 19 年には，直売所 T1 が売場面積増設による規模拡大
を行っている．つまり，T 農協の直売事業において，平成 15 年以前は直売所が地元
消費者に認知され，市場が拡大する傾向が表れた導入期の性格が強く，平成 16 年
から平成 19 年は店舗を増設または拡大することによって市場を拡大した成長期の








































































一方，表 5-2 での直売所 T1 の会員 1 人当たりの販売高は，平成 22 年までは，変
動がみられるものの増加傾向にある．直売所 T1 では平成 19 年に規模拡大を行って
いることで，この年を境に急激に上昇しており，売場面積拡大による会員の販売高
の向上は功を奏したといえる．また，T 農協管内全域で出荷会員が募られたが，直




所 T1 において会員間の競争が回避されたことが推察される．  
また，平成 23 年には，観光地に立地する直売所 T4 は，農家レストラン，交流施
設等，付属施設の増設と売場面積が拡大された．その際に，直売所 T1 では商圏が
重複していたため，販売高の影響があることが危ぶまれた．図 5-2 によれば，直売
所 T1 と観光地域が隣接する直売所 T7 の販売高が低下していることから，店舗間の
競合が生じたものと考えられる．表 5-2 によれば，直売所 T1 の会員 1 人当たりの
販売高が減少しており，全会員 1 人当たりの販売高も大きく減少していることがわ
かる．つまり，直売所間の競合が会員の販売高の減少をもたらしていることが窺わ
れる．しかし，T 農協管内における直売所の総販売高は増加している．  


















































田井 [7]等の研究では直売所の利用客または顧客は， 50 歳代以上の年配客が多く，
直売所にて陳列されている商品の新鮮さ，安さ，安心・安全性が評価されているこ
とが報告されている．全国的な直売所に関する統計である地産地消実態調査でも上



































（1） 製品政策  
表 5-3. T 農協管内の各直売所における品目別にみた販売高の割合  
 
資料： POS データにより作成．  




品目 直売所T1 直売所T2 直売所T3 直売所T4 直売所T5 直売所T6 直売所T7 計
野菜類 43.1 38.5 51.2 43.4 38.9 49.8 21.7 43.6
花卉類 32.4 28.1 17.7 10.2 14.4 24.0 6.9 24.5
果実類 11.4 9.3 9.1 19.2 26.9 12.7 25.2 13.2
加工品 9.6 13.0 15.9 18.4 18.1 9.5 34.4 13.2
米穀 0.1 6.6 3.6 3.5 0.2 1.3 2.8 2.0
卵 1.4 1.1 1.6 2.3 0.9 2.0 3.3 1.5
その他 2.1 3.4 0.9 3.0 0.6 0.6 5.8 2.0










表 5-3 は，T 農協管内の各直売所における品目別に見た販売高の割合について示
したものである．表より，直売所 T7 を除いた全ての直売所において野菜類が最も
高い販売高の割合を示していることがわかる．品目別にみれば，直売所 T1，直売所
T2，直売所 T3，直売所 T6 は野菜類に続いて花卉類の販売高が高い．直売所 T4，






誘引する品目の特性を有していた．そして，第 2 章より，直売所 T1 は，地元利用
客が多い直売所であること，本章第 2 節より，直売所 T4，直売所 T7 は観光地域に














87.5 1.7 1.0 1.8 0.9 0.9 1.0 1.4
75.0 87.5 2.6 5.0 1.8 1.8 1.9 3.0 9.5
62.5 75.0 0.9 2.0 3.5 6.3 9.3 5.9 9.5
50.0 62.5 7.7 6.9 7.0 12.5 8.3 5.0 9.5
37.5 50.0 12.8 10.9 5.3 18.8 9.3 17.8 17.6
25.0 37.5 12.8 20.8 24.6 16.1 18.5 28.7 37.8
12.5 25.0 37.6 35.6 36.8 33.9 35.2 31.7 14.9
12.5 23.9 17.8 19.3 9.8 16.7 6.9 0.0
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
（単位：％）







表 5-4. T 農協管内の各直売所における野菜類の売上シェア 1 位である出
荷会員数の分布  
 
資料：表 5-3 に同じ．  
注）対象とした品目は野菜類である．  
 
 表 5-4 は，T 農協管内の各直売所で販売された野菜類の各品目において，売上シ
ェアがトップである会員について，売上シェア別に会員数の分布を示したものであ
る．  
 表より，直売所 T7 を除いた各直売所において，品目の売上シェアが 12.5％以上
25.0％未満である会員数が最も高い割合であり，この売上シェアを中心に会員数が
分布していることがわかる．また，直売所 T7 は，売上シェアが 25.0％以上 37.5％
未満を中心に分布している．そして，売上 1 位のシェアが 37.5％未満である会員が，
直売所 T1 から順に，74.4％，74.3％，80.7％，59.8％，70.4％，67.3％，52.7％と，
各直売所の会員数が 50％から 80％に集中している．  
 これらのことから，野菜類では，各直売所において多くの品目が売上 1 位である
出荷会員の売上シェアが低い状況にあることがわかる．   
表 5-5 は，T 農協管内において，売上 1 位の会員の売上シェアとその品目を出荷
している会員数別に該当する品目の分布について示したものである．  
表より，売上シェアが 12.5％未満の品目では， 1 品目当たりの出荷会員数が 75 
91 
 
表 5-5. T 農協管内における売上 1 位の会員の売上シェア別・品目当たり
の出荷会員数別にみた品目数の分布  
 




かる．売上シェアが 12.5％以上 25.0％未満の品目では，出荷会員数が 25 人以上 50
人未満の割合を中心に分布が広がっている．売上シェアが 25％以上の品目では，各
項目において出荷会員数が 25 人未満の割合が最も高く，売上シェアが高くなるに











図 5-3 は，T 農協管内の各直売所において，売上 1 位の出荷会員の売上シェア別
に品目の出荷会員 1 人当たりの販売高を示したものである．  
図より，各直売所において，売上 1 位の会員の売上シェアが 87.5％以上の品目や  
以上 未満
87.5 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
75.0 87.5 95.8 0.0 0.0 4.2 0.0 0.0 0.0 100.0
62.5 75.0 91.9 5.4 2.7 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0
50.0 62.5 91.5 5.1 1.7 0.0 1.7 0.0 0.0 100.0
37.5 50.0 87.2 11.7 0.0 0.0 0.0 0.0 1.1 100.0
25.0 37.5 66.0 23.9 4.4 3.8 0.6 0.6 0.6 100.0
12.5 25.0 26.1 35.7 19.1 9.5 4.1 2.1 3.3 100.0
12.5 0.0 11.5 22.1 28.8 13.5 8.7 15.4 100.0




















図 5-3. T 農協管内の各直売所における売上 1 位の出荷会員の売上シェア
別にみた品目の出荷会員 1 人当たりの販売高  
資料：表 5-4 に同じ．  
注： 1）各直売所の販売高において，異なるアルファベット間には Tukey 法により 5％レベルの有意差が
あることを示す．  
注： 2）対象とした品目は野菜類である．  
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できる量が 1 品目に対して 1 会員当たり 1コンテナ 1台に陳列量が制限されている．
そこで，各直売所では，陳列棚下の空きスペースに同品目のコンテナを平積みされ
ており，陳列棚に陳列されている商品が全て購入された後に農協職員によって補充























T 農協管内の各直売所における農産物等の商品の価格は，直売所 T1 では 50 円刻




図 5-4. T 農協の各直売所における 1 品目当たりの販売単価に関する品目
数の分布  
資料：表 5-4 に同じ．  
注）対象とした品目は野菜類である．  
 










































































































































































（3） プロモーション政策  
 T 農協管内の各直売所におけるプロモーション政策について，新聞の折り込み広
告や TV 等の CM による広告は，直売所 T1 や平成 23 年に規模拡大を行った直売所















げられる．特に，直売所 T1 や直売所 T2，直売所 T5 の会員による運営協議会が設
置されている直売所や直売所 T4，直売所 T5，直売所 T7 といった観光地域に立地
している直売所にて活発である．また，直売所において出荷会員による POP 活動
も直売所の代表的な販売促進活動として挙げられる．T 農協管内の各直売所におい
て，会員の自由な裁量による POP による商品 PR が行われている．しかし，本節第
1 項の製品戦略にて整理したように，多くの品目にそれぞれ多数の会員による出荷













































こで，第 3 章の表 3-4 での直売所利用客が食料品を普段購入している時間帯を再確
認すると，午後において食料品を購入する時間帯は 17 時台以降である．さらに，
年配顧客層でも 17 時以降に食品購入している顧客層も存在する．T 農協管内の各直
売所の営業時間は，直売所 T4，直売所 T7 は 17 時まで，直売所 T1，直売所 T2，
98 
 























 津谷［ 1］，小柴［ 3］が報告しているように，全国の直売所は，インショップ展
開や 2 号店設置，農家レストランや加工施設等の付属施設を増設，売場面積の拡大
等を行うこと販売高の拡大を図っている．本研究でも，第 1 章や本章で対象とした
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第 6 章 農協運営主体の農産物直売所の主力品目における出荷会員の組織化の検討
‐小規模産地を対象として‐  
 



































本章では，ABC 分析によって類型された A 区分に属する品目を主力品目として
分析を行う．この分析は，重点分析ともいわれ，売上品目を売上高の高い順に並べ
累積売上高構成比が 70％までの品目を A 区分， 90％までの品目を B 区分， 90％以







分析対象は，直売活動が盛んな T 農協管内の 7 直売所とその出荷会員とし，使用














なお，データ解析には SAS 株式会社が出版した JMP． 9.0.0 を用いた．  
 
第 3 節 対象地域の概要  









表 6-1 を用いて，対象地域における直売所の概要を整理すると，合併当初，  
 











項目 直売所T1 直売所T2 直売所T3 直売所T4 直売所T5 直売所T6 直売所T7 計
設立年（平成） 10 5 17 16 18 16 17 -
出荷会員数(人） 580 212 705 718 527 165 83 1,444
野菜類割合（％） 43.1 38.5 51.2 43.4 38.9 49.8 21.7 43.6
総販売高(百万円） 325.3 96.6 129.9 82.0 70.0 30.9 8.6 743.3
協議会の有無 有 有 無 無 無 有 有 -
集荷便の有無 無 無 有 有 有 無 無 -
資料：聞き取り調査により作成 .
 
注： 1）出荷会員数，野菜類割合，総販売高 (仕入品等も含む )は平成 18 年度のものである . 
注：2）T1，T2，T6， T7 直売所の設立年は，青空市，100 円市から常設・有人・周年直売所とし
て発展開設された年である．   
注： 3）表中の出荷会員数の合計値は，各直売所において一部の会員が複数の店舗へ出荷してい
るため，各直売所の会員数の合計と一致しない．  








直売所 T4，直売所 T5 では集荷便も併用して商品を集荷している．  








































討することが重要である．   
 
 第 5 節 対象とする主力品目の抽出とその特徴  
本節では，ABC 分析によって A 区分に類型された品目を主力品目として抽出し，
その特徴を整理する．主力品目には各店舗にて共通した品目と固有の品目が存在す
ると考えられるため，主力品目を各店舗にて共通する店舗数別に分類する．また，
各類型の販売期間と出荷会員の 1 品目当たりの販売個数と 1 品目当たりの出荷会員
数にも注目し，各類型の特徴を明らかにしていく．  
表 6-2 より，対象地域の各直売所において A 区分に属する品目うち， 1 店舗のみ
に限定される品目（類型 A1）が 16 あり， 2～ 6 店舗に共通する品目（類型 A2～ 6）
が 3～ 7，7 店舗全てに共通する品目（類型 A7）が 11 存在する．よって，各直売所
おいて A 区分に属する  
品目には二極化の傾向が認められ，一つは直売所独自の主力品目，もう一つは直売
所間に共通した主力品目に分けて捉えることができる．続いて，各類型の販売期間，









数では 0.92 とそれぞれ 5％で有意差が認められ，出荷会員の 1 品目当たりの販売個
数には，有意差は認められなかった．   












ける上位 10 品目のうち 9 品目（ニンジンとハクサイ以外の品目）が該当している．
よって，直売所間で共通性の高い主力品目については，出荷会員にとって比較的生
A1 1店舗 16 6.5 23,041.1 27.1
A2 2店舗 3 8.4 98,706.0 34.1
A3 3店舗 7 10.2 14,218.2 47.2
A4 4店舗 6 8.4 27,976.0 40.2
A5 5店舗 3 9.9 25,354.5 55.8
A6 6店舗 7 9.1 18,503.4 67.5
A7 7店舗 11 11.0 18,592.1 100.0













資料： POS データより作成．  
注：1）A 品目が共通している店舗数とは，A 区分（本文参照）に分類された品目が各直売
所において共通している場合の共通性を示している．  
注： 2）販売期間とは，各類型において 1 直売所， 1 品目当たりの販売された平均月数を
示している．  








よって選択されているものの，  出荷会員 1 品目当たりの販売個数が他の類型と同
程度であることを鑑みれば，会員間の競合または少量多品目の作付方式等により出
荷量・販売量の拡大に制約が生じている可能性がある．  








第 6 節 直売所選択行動からみた出荷会員の行動特性  





なお，各店舗の集荷方法について，直売所 T3，直売所 T4，直売所 T5 では集荷
便が運用されており，出荷先として直売所 T3，直売所 T4，直売所 T5 の 3 直売所
の選択が可能である．直売所 T1，直売所 T2，直売所 T6，直売所 T7 では出荷会員
による直接出荷方式が採用されている．  













直売所 T5 の販売高シェアは他の直売所よりも高い割合を示している．  




この状況に対し，直売所 T1，直売所 T2，直売所 T6，直売所 T7 では 1 店舗の直
売所への出荷を中心に行っている会員（以下， 1 店舗集中型）の出荷会員が他の類








直売所 T2，直売所 T6，直売所 T7 における１店舗集中型の出荷会員を対象に分析
を行う．  
 
1店舗集中型 80.7 80.6 24.5 11.8 25.1 52.5 71.9
準1店舗集中型 6.7 6.9 16.2 12.4 22.5 9.7 8.6
複数選択型 12.6 12.5 59.4 75.7 52.4 37.8 19.5
計 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
直売所選択類型
販売高シェア（％）
直売所T5直売所T3 直売所T4直売所T2 直売所T6直売所T1 直売所T7
資料：第 POS データより作成．  
注：1）各出荷会員において販売高の高い直売所を高い順から並べ，累積売上構成比が 1 店舗で 80％と
なる会員を 1 店舗集中型， 2 店舗で 80％となる会員を準 1 店舗集中型、その他の会員を複数選択
型とした．  













シェアを示したものである．表より，直売所 T1，直売所 T2，直売所 T6 では出荷
時間が 0 分～ 10 分圏内，10 分～ 20 分圏内に販売シェアが集中していること，一方，
T6 直売所においても 0 分～ 10 分圏内が最も高く，遠方に位置する類型ほど販売シ















0～10 62.3 99.2 96.1 0.0
10～20 17.6 0.7 3.9 100.0
20～30 14.0 0.0 0.0 0.0
30～40 5.9 0.0 0.0 0.0
40～　 0.1 0.1 0.0 0.0



















 =  +  +  +  +  +  +  
ここで用いる各記号は，以下の内容を表す．  
Y：出荷会員当たり販売高，X1：単価，X2：販売期間，X3：出荷運搬時間，X4：品




ぞれ計測を行い，標準偏回帰係数を用いて要因の比較検討を行った．   



























a 1  a 2 a 3 a 4 a 5
直売所T1 0.023 0.277
*** 0.030 -0.031 0.787
*** 0.863
直売所T2 - 0.578
*** -0.069 0.061 0.529
*** 0.874
直売所T6 0.053 0.513
*** 0.039 -0.084 0.751
*** 0.909
直売所T7 0.125 0.758










*** - 0.050 0.608
*** 0.876
直売所T6 0.064 0.214
*** 0.019 -0.070 0.892
*** 0.968
直売所T7 - 0.337 - 0.955 -0.276 0.981
直売所T1 -0.005 0.524
*** 0.027 0.078 0.549
*** 0.865
直売所T2 0.090 0.522
*** -0.054 0.096 0.476
*** 0.915
直売所T6 0.039 0.532
*** 0.041 -0.046 0.550
*** 0.891
直売所T7 0.149 0.842
* - 0.002 0.324 0.837
直売所T1 -0.005 0.256
*** 0.042 0.036 0.795
*** 0.879
直売所T2 0.016 0.434





*** 0.089 -0.062 0.787
*** 0.980









*** 0.003 -0.020 0.665
*** 0.909
直売所T6 0.104 0.792
*** 0.083 -0.018 0.478
*** 0.817
直売所T7 0.024 0.825








































資料： POS データより作成．  
注： 1）  *は 5％ ,**は 1％ ,***は 0.1％の有意差が認められたことを示す．  
注：2）データ解析には SAS 株式会社が出版した JMP．9.0.0 よって ,計測時には異常値を除去した． 
注： 3）表中のハイフンは計測できなかった変数を示す．  
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終章 総括  
 











































































   













































































































































In a small-scale farming communities in Japan that cannot adapt large-scale 
production-distribution systems for the sale of fruits and vegetables, measures 
must be taken to ensure both the expansion of markets and farmers’ income. 
Consumer demand has been diversified by lifestyle changes following the 
country’s high economic growth. Vegetables and fruits with reduced pesticide 
and those that are raised organically are in demand, but in smaller communities 
it may be difficult to deliver such locally grown vegetables and fruits in the 
wholesale market. 
As a result, off-market distribution has increased, and the distribution 
methods of fruits and vegetables have begun to diversify. In particular, the 
number of farmers’ markets has rapidly increased in many places throughout 
Japan, and these markets have been established as one of the new distribution 
channels for fruit and vegetable producers. The customer base for farmers’ 
markets is large, but in recent years, a downturn in farmers’ markets has 
occurred as competition among the markets has intensified. I therefore propose 
that the managers of farmers’ markets must implement an effective marketing 
strategy that is different from what they have used in the past.  
In recent years, the number of farmers’ markets managed by an agricultural 
cooperative as the governing entity has increased. Compared to the markets 
that have other governing entities, farmer ’s markets managed by an 
agricultural cooperative are able to operate several stores in a large-scale 
system. 
Therefore, in small localities that cannot against the global mass distribution 
system, the formation of new production centers using farmers’ markets is a 
potentially successful strategy.  However, information regarding the shipment 
of products from members of the agricultural cooperative to farmers’ markets is 




In the present study, I analyzed both the factory behavior of producers who 
ship to farmers’ markets and the buying behavior of customers. 
As the primary analysis, I studied “T agricultural cooperatives” in Tottori 
Prefecture which manage several farmers’ markets in small-scale farming area. 
Here, I first, summarize the features of the management philosophy of farmers’ 
markets, and then, I describe the characteristics of farmers’ markets that are 
managed by agricultural cooperatives. Regarding consumer behavior, I analyzed 
the characteristics of consumers’ buying behavior at farmers’ markets and 
identified the main customer base at these markets. Factors that influenced new 
customers of farmers’ markets to become repeat customers were also identified. 
 I also identified characteristics of the shipping process for the main members 
of agricultural cooperatives, who ship to farmers’ markets. In particular, I 
analyzed the members’ item selection behavior and store choice behavior. Based 
on all of the results of the study, I propose a marketing strategy to be used by 
farmers’ markets that are managed by agricultural cooperatives in small-scale 
farming areas. 
As a result of analysis, I found that at farmers’ markets, a majority of the 
customers are over age 50. The customers also tend to visit the markets in 
morning. Concerning the farmers’ markets goods, although the evaluation of the 
goods differed among customers, I found that in general the customers at 
farmers’ markets evaluate the goods for quality, freshness, safety and low price. 
Customers’ overall ratings of the goods are similar for the farmers’ markets they 
have visited, but they often express the intention to again at the same farmers’ 
market. 
Regarding the shipment members, I found that small-scale producers who 
provide multiple items are the main shipment members at farmers’ markets. 
There is also a trend among cooperative members showing, high productivity 
may ship goods to several farmers’ markets. This is understandable since a 
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portion of an extra-large quantity of goods shipped to a single farmers’ market is 
at risk of remaining unsold, and the shipment to multiple farmers’ markets will 
decrease that risk. This situation suggests that by the farmers’ markets can 
provide a market environment for high- producers as a new distribution 
channel. 
However, in the small-scale farming area that I studied, shipment member 
has increased rapidly since the expectation of farmers’ markets is expected to 
continue, and because the shipping requirements to the farmers’ markets are 
not a barrier. There is thus the possibility that conflicts between agricultural 
co-op members will intensify at farmers’ markets. In particular, I observed that 
conflicts have occurred concerning the timing of the farmers’ markets or a 
specific price range, or a particular item. To date the farmers’ markets have 
expanded by increasing the numbers of stores and the scale of markets, and 
further studies are necessary to determine how the market expansion impacts 
existing customers. 
It is apparent that these the farmers’ markets need to target the elderly 
customer base and that they develop new aspects of their organization, such as 
the vertical integration of shipment members, to carry out new product 
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